
綾瀬市介護予防・日常生活支援総合事業の指定事業者の指定等に関する 

要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）、

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）及び

綾瀬市地域支援事業実施要綱（平成１８年４月１日施行。以下「実施要綱」という。

）に定めるもののほか、綾瀬市の行う介護予防訪問介護相当サービス、訪問型サー

ビスＡ及び介護予防通所介護相当サービスの指定事業者の指定等に関し必要な事項

を定め、並びに省令第１４０条の６３の２第１項の市が定める割合を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、法、省令、介護予防・日常生活支援総合

事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（令和６年厚生労働省告示第１６８号

）、地域支援実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老

健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）及び実施要綱において使用する

用語の例による。 

（指定の申請等） 

第３条 省令第１４０条の６３の５第１項に基づく申請は、介護保険法施行規則の規

定に基づき厚生労働大臣が定める様式について（令和６年３月２５日付厚生労働省

通知。以下「厚生労働省様式例」という。）様式第３号(4) に定める指定申請書を

市長に提出することとする。この場合において、申請は、指定開始日の２月前まで

に行わなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、指定事業者を指定する

こととした、又は指定しないこととした旨を当該申請をした者に通知するものとす

る。 

３ 前項の規定により指定の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業所の見

やすい場所に標示するものとする。 

（指定の更新申請等） 

第４条 省令第１４０条の６３の５第２項の規定による指定の更新に係る申請は、厚



生労働省様式例様式第３号(5) に定める指定更新申請書により、指定終了日の２月

前までに市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の申請があった場合は、その内容を審査し、指定の更新をすること

とした、又は指定更新をしないこととした旨を当該申請をした者に通知するものと

する。 

３ 前項の規定により指定の更新の通知を受けた者は、その旨を当該指定に係る事業

所の見やすい場所に標示するものとする。 

（変更の届出等） 

第５条 第３条第２項又は第４条第２項の規定により指定又は指定の更新の通知を受

けた者は、当該指定に係る省令第１４０条の６３の５第１項各号に定める事項に変

更があったときは厚生労働省様式例様式第３号(1) に定める変更届出書により、休

止した当該指定に係る事業を再開したときは厚生労働省様式例様式第３号(2) に定

める再開届出書により、当該変更又は再開の日から１０日以内にその旨を市長に届

け出なければならない。 

２ 第３条第１項の規定により指定の通知を受けた者は、当該指定に係る事業を廃止

し、又は休止しようとするときは、厚生労働省様式例様式第３号(3) に定める廃止

・休止届出書により、当該廃止又は休止の日の１月前までにその旨を市長に届け出

なければならない。 

（指定の期間） 

第６条 省令第１４０条の６３の７の市が定める期間は、６年とする。 

（事業所情報の提供等） 

第７条 市長は、第３条、第４条及び第５条の規定による指定、指定の更新、届出の

受理又は法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消し等（以下この条におい

て「指定等」という。）をしたときは、神奈川県、国民健康保険団体連合会その他

機関に対して、当該指定等に係る事業所に関する情報のうち、次の事項について提

供することができる。 

(1) 事業者の名称 

(2) 事業所の名称及び所在地 

(3) 指定等の年月日 

(4) サービスの種類 



(5) 介護保険事業所番号 

(6) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、指定等をしたときは、当該指定等に係る事業所の前項各号に規定する情

報について、公表することができる。 

（第１号事業支給費の額） 

第８条 法第１１５条の４５の３第１項の規定に基づき支給する居宅要支援被保険者

等に係る第１号事業支給費の額は、実施要綱第９条の規定により算出された費用の

額に１００分の９０を乗じた額とする。 

２ 法第５９条の２第１項の規定の適用を受ける居宅要支援被保険者等に係る第１号

事業支給費の額について、前項の規定を適用する場合においては、同項中「１００

分の９０」とあるのは、「１００分の８０」とする。 

３ 法第５９条の２第２項の規定の適用を受ける居宅要支援被保険者等に係る第１号

事業支給費の額について、第１項の規定を適用する場合においては、同項中「１０

０分の９０」とあるのは、「１００分の７０」とする。 

４ 介護予防訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ及び介護予防通所介護相当サ

ービスに係る支給額は、居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サ

ービス費等支給区分限度基準額（平成１２年厚生省告示第３３号）第２号の額を上

限とする。 

（不正利得の徴収等） 

第９条 市長は、偽りその他不正な行為により、利用者又は指定事業者が第１号事業

支給費の支給又は支払を受けたときは、当該第１号支給費の額の全部又は一部の返

還を求めることができる。 

（委任） 

第１０条 この要綱に規定するもののほか、必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

この要綱は、令和６年７月１１日から施行する。 


